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○　ＷＴＯ農業交渉の３分野

○　７月枠組み合意の位置付け

７月枠組み合意は、関税削減率といった数字や詳細な要件などが入った

具体的なルールを決める前提となる大枠の合意。

ＷＴＯ農業交渉枠組み合意の位置づけ等

ＷＴＯ農業交渉

３　

分　

野

市場アクセス

国内支持

輸出競争

関税削減などによる貿易機会拡大を議論

貿易を歪める国内補助金等の削減を議論

貿易を歪める輸出補助金の撤廃等を議論

枠組み合意
モダリティ
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み
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渉
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Ｈ１６(２００４)年７月
関税削減方式の考え方など、数

字入りの各国共通ルールを決め

る前提となる大枠を決定

？

関税削減率や、詳細な要件

などが入った各国共通ルー

ルの決定

？

各国毎に、｢△△の関税率は

◇％とする｣など個別具体的

な約束を決定
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ＷＴＯ農業交渉の経緯と今後の見通し

○ カンクン閣僚会議では、途上国、先進国間の立場の違いが埋まらず、合意が得られないまま終了。

○ ２月に選任された新たな議長のもと、７月末に枠組みに合意。(2005年 12月に香港で閣僚会議を予定)

農業交渉を開始

閣僚会議（ドーハ）で新ラウンド立上げ

米国が新農業法を成立

農業交渉議長より、モダリティ案の提示

閣僚会議（カンクン）

デルベス議長案を提示（合意ならず）

目標価格を設定し所得を支持。ＵＲ改革の方向に逆行し、諸外国か

ら批判。

各国の様々な立場の違いが埋まら

ずモダリティ確立ならず

 ３月

１１月

　５月

９月

　　３月

２月

関税の削減幅が大きい等、バランスを欠いた内容と我が国、ＥＵ

等が主張。

シンガポール・イシューを契機に先進国と途上国の立場の違いが埋まら

ず

2000年

2001年

2002年

2003年

日本提案の提出

日本のモダリティ案の提出

１２月

１１月

一般理議長、各交渉グループ議長を選任

枠組み合意成立

　　２月

　　７月

2004年
一般理議長:大島大使(日本)、農業交渉ｸﾞﾙｰﾌﾟ議長:ｸﾞﾛｰｻｰ議長(ＮＺ)

一般理事会（ジュネーブ）に際し、主要国の閣僚が集まり協

議。大島テキスト改訂の一部修正で合意

　　１２月 閣僚会議（香港）

2005年
閣僚会議に向けた我が国の課題

①Ｇ１０としての活動を一層強化するための方策と、途上国への働き

かけの強化

②枠組みに基づいたモダリティ案の作成
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会　　合 月 提案等

・［EU25カ国に拡大］
・非公式閣僚会議(OECD閣僚理)

５月

・ G20によるブレンド方式批判ペーパー

・ EUラミー・フィシュラー両委員連名
による書簡

・G20の市場アクセスに関する提案
・ 農業委員会特別会合(2-4日)

・ APEC会合､ｼｰｱｲﾗﾝﾄﾞ･ｻﾐｯﾄ､UNCTAD総会

・ G20閣僚会合(12日･サンパウロ)

・ G5閣僚会合(13日･サンパウロ)
・ 農業委員会特別会合(23-25日)

６月

・ G10共同ペーパー
・ G20閣僚コミュニケ

・ ｸﾞﾛｰｻｰ議長TNC(貿易交渉委員会)報告

・ G10閣僚会合(5日)
・ 亀井大臣－ｸﾞﾛｰｻｰ議長会談（6日）
・ G5+G10主要国高級事務レベル会合

(8日)
・ G5閣僚会合(10-11日)
・ G90閣僚会合(12-13日)
・枠組み合意のための首席代表者会合･

少数国会合等　　　　　　(19-31日)

・一般理事会(27-31日)

７月

・ G10閣僚コミュニケ

・ 大島議長枠組み合意案(16日)

・Ｇ１０をはじめ各国が議長案に対する

修正案を提案

・ 大島議長枠組み合意案改訂版(30日)

ＷＴＯ農業交渉の最近の経緯

２００４年５月以降のスケジュール

７月末までの枠組み合意を
促進する声明を発表

枠組み合意

　　　　各国の主要日程

2004年 10月末　EU委員任期末
　 　  　11月　　米国大統領選

食料輸入国の立場を改めて
主張。コミュニケを採択

コミュニケを採択

｢フル・パラレリズム｣を条
件に輸出補助金の撤廃に応
じる姿勢

階層方式を提案

階層方式は検討可能。上限
関税や関税割当の一律義務
的拡大に反対

輸出補助金でＥＵが軟化傾
向を示すも、各国の立場は
収れんせず

･３分野間のバランス
･ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ品目の取扱いの明
確化
･上限関税及び関税割当の
義務的拡大反対

米国は上限関税､豪州は関税
割当の義務的拡大を主張。G10
は両者に反対し､EUも同調

S&D､特恵ﾏｰｼﾞﾝへの対応､
LDC向け無税無枠の供与等途
上国への適切な配慮を主張

○ ３月に交渉が再開されてから、７月末の枠組み合意まで、様々な場で議論が行われた。

枠組み合意文書を採択

各国･各ｸﾞﾙｰﾌﾟの異なる主
張のﾊﾞﾗﾝｽを考慮しつつ取
りまとめを行おうとしたも
の
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枠組み合意の内容（農業）

高い関税ほど大幅な引き下げ

重要品目は別の取扱い

重要品目の数は今後の交渉

関税の上限設定は今後の検証に委ね

られることになり、事実上先送り

低関税輸入枠の拡大については、今
後の交渉の中で義務付けされないよ
うに交渉していくことが可能

市場アクセス

国内支持

貿易を歪める補助金が多い国ほど

大幅に削減

貿易を歪める補助金は、品目ごと

に上限を設定

輸出競争

輸出補助金を期日を設けて撤廃

輸出信用(米国)、輸出国家貿易(豪
州・カナダ)なども輸出補助金的な
部分は同じ扱い
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市場アクセス

一般の品目

税率

○％

△％

◇％

０％

削

減

幅

大

削

減

幅

小

階層方式

○譲許税率から削
減。

○階層の数､決め方､
各階層内の関税削
減方式は今後の交

重要品目への配慮があって初めて最終

的な交渉のバランスは達成等と明記

○ 二次税率の削減

○ 関税割当拡大

○ 枠内税率の削減

○ 関税割当の運用改善

重要品目

一般品目とは異なった関税削減方式

関税割当約束

関税削減と関税割当約束の組合せ

異
な
る
扱
い

○ 自主選択
○ 関税割当などの数を考慮し
て、今後の交渉によって決められ
る適切な数

重要品目の選択

　　　その役割を更に評価（議論を事実上先送り）

上限関税

　　　今後の交渉対象

農業の特別セーフガード
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国　内　支　持

○　次の①,②の措置を使えるよう、青の政策の基
準を再検討、追加的要件とともに今後交渉され

る。

① 生産調整の下での直接支払い

固定された面積に基づく支払いである等の要件

② 生産が求められない直接支払い

固定された面積に基づく支払いである等の要件

青の政策

○ 緑の政策の基準は、緑の政策であ

ること（貿易歪曲性がないか又は最

小限であること）を確保する観点か

ら、再検証及び明確化。

○ この際、非貿易的関心事項が考慮

される必要。

緑の政策

○　デミニミスの削減は、途上国に対す

る特別かつ異なる待遇に配慮しつつ協

議。

デミニミス

○　ＡＭＳは、階層方式で実質的に削減。

○　品目別ＡＭＳは、今後合意される方法

で決定される平均水準を上限。

ＡＭＳ(黄の政策)

黄の政策

（ＡＭＳ） 青の

政策
緑の政策

デミニミス

○　貿易歪曲的国内支持（ＡＭＳ＋青＋デミ

ニミス）の合計は、階層方式で削減。

○　合計額を実施期間の初年度に２０％削

減

貿易歪曲的国内支持の全体的削減

最も貿易歪曲的な国内
助成(市場価格支持､不
足払い 等)
(ＵＲでは２０％削減)

直接支払いのうち、特
定の要件を満たすもの
(ＵＲでは生産調整を前
提)
(ＵＲでは削減対象外)

貿易歪曲性がないか最
小限であるもの

(ＵＲでは削減対象外)生産額の５％以下の
国内助成
(ＵＲでは削減対象外)
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輸　出　競　争

今後合意される期日までに撤廃
※　この他、輸出禁止及び制限

に関する規律は強化。

輸出補助金

（ＥＵが多用）

償還期間が180日を超える
もの

貿易歪曲的行為

規律に合わないもの

・食料援助の商業貿易の代替の防
止の観点から、今後合意される
運用上効率的な規律を課す。
・ ①実施に関する国際機関の役割
②完全無償化のみの供与
については、交渉で対処。

輸出信用 等
（米国が多用）

輸出国家貿易
（豪州､ＮＺ 等）

(米国が多用)

償還期間が

180日以内

規律には、利子の支払

い、最低利率等の要素を

貿易歪曲的

でない行為

食料援助

国家独占権の問題は

更なる交渉
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概　　　　　　　　　　要

●関税削減方式

（フォーミュラ）

○　個別品目毎に適用される定率でない関税削減方式に関する作業を継続。

・削減対象品目は事前に例外を設けない包括的なものであるべき。

・関税削減は現在の最終譲許税率からの引下げとする。

・ＵＲ以降の途上国の自主的自由化に対し、一定の配慮を行う。

・従量税を従価税に換算し、従価税で譲許する。

・譲許率が［35］％以下の国には関税削減方式による引下げを求めず、［100］％譲許を求める。
譲許する際には、平均の関税率が途上国の譲許品目の平均関税率となるよう求める。

●分野別関税撤廃・

調和

○　分野別関税撤廃・調和はドーハ閣僚宣言の目的を達成するためのもう一つの鍵となる要素。

・特に途上国の輸出関心品目を考慮し、全ての加盟国の参加が重要と認識。

・産品の範囲、参加、及び途上国についての柔軟性を定義することを視野に入れて議論を継続。

●低関税の撤廃 ○　｢補足的モダリティ｣として、先進国及び「その他の希望する国」は低関税の撤廃についても

検討。

●非関税障壁 ○　交渉方法は、分野別方式、分野横断的方式、及びリクエスト・オファー方式を併記。各国が関

心のある非関税障壁の通報期限は、２００４年１０月３１日。

○ 　分野別関税撤廃等において、一部輸出国等から林水産物を対象とすべきとの提案、主張がある中で、対象分

野を具体的に明示していない。

○ 　関税削減方式等については、更なる交渉が必要であるとされた。

枠組み合意の内容（非農産品）


